
３　第３次総合的土地対策の推進

（１）総合的土地対策の実績
＜先行取得用地保有額＞

※それぞれ単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（２）第３次総合的土地対策の概要
＜先行取得用地保有額＞　平成21年度以降の数値は見込額

※それぞれ単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

（３）平成22年度予算における対応

〔土地開発公社の経営健全化計画の推進〕

用地再取得額：14億9,355万円
主な再取得用地

・ 早野聖地公園用地、生田緑地用地、緑ヶ丘霊園用地（公園・緑地等）

〔公共用地先行取得等事業特別会計の長期保有土地等の再取得〕
用地再取得額：33億2,230万円
主な再取得用地

・ 生田緑地用地、菅生ヶ丘特別緑地保全地区用地、菅生緑地用地ほか（公園・緑地等）
・ 新川崎地区都市拠点総合整備事業用地（企業誘致用地）
・ 鹿島田地内工場跡地整備事業用地（保育所用地ほか）

〔土地開発基金の長期保有土地等の再取得〕

用地再取得額：17億5,167万円
主な再取得用地
・ 久地小学校教育機能向上事業用地、登戸土地区画整理事業用地
・ 都市計画道路宮内新横浜線用地、早野聖地公園用地ほか

平成12年度に「第１次総合的土地対策」に着手して以降、これまで第２次、第３次と総合的土地対策
計画を策定し、土地開発公社、公共用地先行取得等事業特別会計及び土地開発基金の保有額の縮減に
向けて積極的に取り組んでいます。これにより、先行取得３制度の合計保有額を平成12年度当初の
2,153億円から、平成20年度末には526億円へと、1,627億円(75.6％)の縮減を図っています。
また、平成21年度には、児童生徒の増加に対応して、久地小学校及びはるひ野小･中学校教育機能
向上事業用地などを先行取得していますが、早野聖地公園や生田緑地など、当初予算に計上した再取
得の取組を進めることにより、平成21年度末には282億円程度まで縮減できる見込みとなっていま
す。
今後も、「第２期実行計画」、「新行財政改革プラン」に基づき、着実に事業化･再取得を進めるととも
に、「第３期実行計画」等の策定においても、長期保有土地の縮減に引き続き取り組み、さらなる土
地開発公社の経営健全化と土地先行取得３制度の効率的･効果的な執行を推進します。

・ 都市計画道路宮内新横浜線予定地、準用河川三沢川河川改修事業用地（街路・河川）
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